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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第45期
第３四半期
累計期間

第46期
第３四半期
累計期間

第45期
第３四半期
会計期間

第46期
第３四半期
会計期間

第45期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 27,012 19,033 6,097 8,104 46,186

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
2,001 993 △768 1,234 4,558

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（百万円）
1,291 520 △587 726 2,333

持分法を適用した場合の投資利益

（百万円）
― ― ― ― ―

資本金（百万円） ― ― 3,281 3,281 3,281

発行済株式総数（株） ― ― 254,955 254,955 254,955

純資産額（百万円） ― ― 42,050 42,230 43,096

総資産額（百万円） ― ― 54,093 49,577 56,900

１株当たり純資産額（円） ― ― 164,931.33167,611.79169,033.77

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

5,066.972,045.30△2,302.542,869.529,152.43

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
― ― ― ― ―

１株当たり配当額（円） 2,250 2,250 ― ― 4,500

自己資本比率（％） ― ― 77.7 85.2 75.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△3,104 △3,992 ― ― 3,449

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,744 △924 ― ― △2,031

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,205 △1,374 ― ― △1,209

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
― ― 20,136 20,107 26,398

従業員数（人） ― ― 376 379 378

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社の損益等からみて重要性が乏しいものとして記載を

省略しております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第45期第３四半期累計期間、第46期第３

四半期累計期間、第46期第３四半期会計期間および第45期は潜在株式が存在しないため、第45期第３四半期

会計期間は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 379 　

　（注）従業員数は就業人員（嘱託社員を含んでおります。）であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社は、遊技機事業の単一セグメントにより構成されておりますが、当第３四半期会計期間の生産実績を製品別に

示すと、次のとおりであります。

製品別
当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

　
前年同四半期比（％）

　

パチンコ遊技機（百万円） 6,972 59.7

パチスロ遊技機（百万円） － －

合計（百万円） 6,972 59.2

（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）受注状況

　当社は、基本的に製品の受注動向を見ながら生産を行っておりますが、生産から納品までが非常に短期間であるこ

となどから、初期受注分については、見込み生産を行っております。また、総受注に占める初期受注分の割合が大半

であることから、受注状況の記載は営業実態を表さないため、記載を省略しております。

 

(3）販売実績

　当社は、遊技機事業の単一セグメントにより構成されておりますが、当第３四半期会計期間の販売実績を製品別に

示すと、次のとおりであります。

製品別
当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

　
前年同四半期比（％）

　

パチンコ遊技機（百万円） 8,104 135.1

パチスロ遊技機（百万円） 0 0.0

合計（百万円） 8,104 132.9

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業等のリスク】

　当第３四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

 

(1）業績

　当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善や設備投資の持ち直しの動きが見られたものの、失

業率が高水準で推移したことや、物価動向もデフレの影響を受けたことなどにより、本格的な回復までには至らず

厳しい状況が継続しました。

　パチンコホール業界におきましては、パチスロ遊技機において一部の人気機種を中心として稼働状況に改善傾向

が見られたものの、パチンコ遊技機では、１円パチンコに代表される低貸玉営業が広く普及し、営業形態での差別化

による集客効果が弱まる一方、主な収益源である従来からの営業形態での集客や稼働は伸び悩みを見せており、パ

チンコホール全体の経営環境は、依然として厳しい状況にあります。

　遊技機業界におきましては、パチンコ遊技機では多数の新機種が発売されておりますが、パチンコホールの厳しい

経営環境を背景に、大量導入されるのは話題性が高く、集客力の維持・拡大が期待できる一部の有力機種にとど

まっております。また、市場全体の新台販売台数につきましても、本年度はＡＰＥＣ開催に関連した入替自粛の影響

も重なり、昨年度を下回るペースで推移しております。一方、パチスロ遊技機ではパチンコホールでの稼働状況の改

善傾向を反映し、新台販売台数にも底入れの兆しが見られつつあります。

　このような状況のもと当社は、パチンコ遊技機において第２四半期に発売した４機種のうち、２機種（ＣＲ覇王信

長、ＣＲヴァン・ヘルシング　ハンティングラッシュ）について、新スペックを加えて第３四半期にかけて継続販売

いたしました。「ＣＲヴァン・ヘルシング　ハンティングラッシュ」では、時計役物を備えた斬新なゲーム性が注目

され、発売当初の導入ホールでの稼働状況も良好であったことから受注活動は順調に推移し、当初の計画を上回る

販売台数を確保いたしました。

　しかしながら、11月に市場投入しました著名版権とのタイアップ機種「ＣＲジュラシックパークＭＡＸ２」につ

きましては、ＡＰＥＣおよび関連会合の開催にともなう遊技機の入替自粛期間が終了した11月中旬以降、話題性の

高い競合機種が市場投入されたことにより厳しい商戦を強いられたことが影響し、販売台数が伸び悩みました。

　この結果、当第３四半期会計期間の業績につきましては、売上高81億４百万円（対前年同四半期比32.9％増）、営

業利益11億95百万円（前年同四半期は営業損失７億97百万円）、経常利益12億34百万円（前年同四半期は経常損失

７億68百万円）、四半期純利益７億26百万円（前年同四半期は四半期純損失５億87百万円）となりました。

 

　※製品別の状況は次のとおりであります。

 

（パチンコ遊技機）

　パチンコ遊技機につきましては、第２四半期に発売しました「ＣＲ覇王信長」および「ＣＲヴァン・ヘルシング　

ハンティングラッシュ」について、新スペックを加えて第３四半期に継続販売したほか、裸眼３Ｄ液晶を搭載し、迫

り来る恐竜の迫力ある新演出が魅力の「ＣＲジュラシックパークＭＡＸ２」シリーズ（平成22年11月発売）を市

場投入いたしました。

　この結果、当第３四半期会計期間の販売台数は25千台（対前年同四半期比28.2％増）、売上高は81億４百万円（同

35.1％増）となりました。

 

（パチスロ遊技機）

　パチスロ遊技機につきましては、当第３四半期会計期間につきましては新機種の発売はありませんでした。
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(2）キャッシュ・フロー

　当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、第２四半期会計期間末に比べ

19億60百万円減少し201億７百万円となりました。

 

　当第３四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は、５億53百万円（前年同四半期は22億87百万円の資金の減少）となりました。

これは主に、税引前四半期純利益12億30百万円、たな卸資産の減少６億89百万円などが増加の要因であり、法人税等

の支払額11億31百万円、売上債権の増加10億33百万円、仕入債務の減少１億３百万円などが減少の要因であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、６億７百万円（前年同四半期は２億34百万円の資金の減少）となりました。

これは主に、有価証券の償還による収入５億円などが増加の要因であり、有価証券の取得による支出６億99百万円、

投資有価証券の取得による支出１億99百万円、有形固定資産の取得による支出１億78百万円などが減少の要因であ

ります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、７億99百万円（前年同四半期は５億68百万円の資金の減少）となりました。

これは、配当金の支払額５億69百万円、自己株式の取得による支出２億30百万円によるものであります。

　

(3）事業上および財務上の対処すべき課題

　当第３四半期会計期間において、新たに発生した事業上および財務上の対処すべき課題はありません。

　

(4）研究開発活動

　当第３四半期会計期間における研究開発活動の金額は、９億89百万円であります。

　なお、当第３四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 800,000

計 800,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 254,955 254,955

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 254,955 254,955 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日
― 254,955 ― 3,281 ― 3,228

 

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 　　－ － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　254,955 254,955 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 254,955 － －

総株主の議決権 － 254,955 －

 

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合
（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

（注）当第３四半期会計期間末日現在の自己株式保有数は、3,000株であります。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 93,60092,10087,00085,50077,80077,30077,50082,00087,500

最低（円） 88,60082,70082,00078,40070,00072,40069,30075,00077,800

　（注）最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであり、そ

れ以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）および前第３四半期累計期間（平成

21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平

成22年10月１日から平成22年12月31日まで）および当第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31

日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21

年12月31日まで）および前第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務

諸表ならびに当第３四半期会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）および当第３四半期累計期間

（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四

半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金およびキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政状

態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、

四半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準および利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

　　　資産基準　　　　　　　　0.0％

　　　売上高基準　　　　　　　0.0％

　　　利益基準　　　　　　　　0.0％

　　　利益剰余金基準　　　　　0.0％
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 20,107 26,398

受取手形及び売掛金 ※3
 5,156 8,324

有価証券 2,406 1,704

商品及び製品 0 68

原材料及び貯蔵品 3,435 3,011

前渡金 2,760 1,635

繰延税金資産 1,194 1,563

その他 1,398 87

貸倒引当金 △23 △38

流動資産合計 36,435 42,755

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 2,319

※1
 2,369

機械及び装置（純額） ※1
 574

※1
 771

工具、器具及び備品（純額） ※1
 1,060

※1
 957

土地 4,362 4,362

その他（純額） ※1
 116

※1
 115

有形固定資産合計 8,433 8,575

無形固定資産 183 178

投資その他の資産

長期前払費用 2,522 2,836

その他 2,257 2,811

貸倒引当金 △255 △257

投資その他の資産合計 4,525 5,391

固定資産合計 13,142 14,145

資産合計 49,577 56,900
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（単位：百万円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 4,370 8,280

未払法人税等 － 1,423

未払消費税等 － 18

賞与引当金 177 296

役員賞与引当金 － 100

その他 1,333 2,193

流動負債合計 5,881 12,312

固定負債

退職給付引当金 740 731

その他 724 760

固定負債合計 1,465 1,492

負債合計 7,346 13,804

純資産の部

株主資本

資本金 3,281 3,281

資本剰余金 3,258 3,258

利益剰余金 35,922 36,549

自己株式 △230 －

株主資本合計 42,231 43,088

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1 7

評価・換算差額等合計 △1 7

純資産合計 42,230 43,096

負債純資産合計 49,577 56,900
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 27,012 19,033

売上原価 14,809 10,269

売上総利益 12,202 8,764

販売費及び一般管理費 ※
 10,319

※
 7,873

営業利益 1,882 890

営業外収益

受取賃貸料 61 45

利用分量配当金 14 16

受取ロイヤリティー 57 51

その他 41 46

営業外収益合計 174 160

営業外費用

シンジケートローン手数料 33 31

賃貸収入原価 18 17

その他 4 9

営業外費用合計 56 58

経常利益 2,001 993

特別利益

固定資産売却益 － 0

貸倒引当金戻入額 22 16

特別利益合計 22 16

特別損失

固定資産除却損 11 20

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 43

特別損失合計 11 63

税引前四半期純利益 2,011 946

法人税、住民税及び事業税 348 72

法人税等調整額 371 354

法人税等合計 719 426

四半期純利益 1,291 520
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【第３四半期会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 6,097 8,104

売上原価 3,673 4,375

売上総利益 2,423 3,729

販売費及び一般管理費 ※
 3,221

※
 2,534

営業利益又は営業損失（△） △797 1,195

営業外収益

受取賃貸料 20 8

受取ロイヤリティー 16 29

その他 15 15

営業外収益合計 51 53

営業外費用

シンジケートローン手数料 15 7

賃貸収入原価 6 4

その他 1 2

営業外費用合計 22 14

経常利益又は経常損失（△） △768 1,234

特別利益

貸倒引当金戻入額 9 －

特別利益合計 9 －

特別損失

固定資産除却損 0 4

特別損失合計 0 4

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △759 1,230

法人税、住民税及び事業税 △610 8

法人税等調整額 437 495

法人税等合計 △172 504

四半期純利益又は四半期純損失（△） △587 726
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 2,011 946

減価償却費 2,100 1,839

貸倒引当金の増減額（△は減少） △19 △16

賞与引当金の増減額（△は減少） △341 △118

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △180 △100

退職給付引当金の増減額（△は減少） 77 8

受取利息及び受取配当金 △31 △23

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 43

固定資産売却損益（△は益） － △0

固定資産除却損 11 20

売上債権の増減額（△は増加） 1,673 3,168

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,447 △355

未収消費税等の増減額（△は増加） △326 △126

長期前払費用の増減額（△は増加） △544 △237

仕入債務の増減額（△は減少） 2,112 △4,259

未払金の増減額（△は減少） △537 △1,051

未払消費税等の増減額（△は減少） △389 △18

その他 175 △1,185

小計 1,344 △1,466

利息及び配当金の受取額 39 31

法人税等の支払額 △4,488 △2,557

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,104 △3,992

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △1,007 △1,699

有価証券の償還による収入 2,700 2,200

投資有価証券の取得による支出 △1,470 △646

有形固定資産の取得による支出 △1,907 △697

有形固定資産の売却による収入 － 0

無形固定資産の取得による支出 △30 △74

その他の支出 △188 △12

その他の収入 158 5

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,744 △924

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 － △230

配当金の支払額 △1,205 △1,144

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,205 △1,374

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △6,054 △6,291

現金及び現金同等物の期首残高 26,190 26,398

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 20,136

※
 20,107
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 

当第３四半期累計期間

（自　平成22年４月１日

　　至　平成22年12月31日）

会計処理基準に関する事項の変更

資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計

基準第18号　平成20年３月31日）および「資産除去債務に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用

しております。

　これにより、当第３四半期累計期間の営業利益および経常利益はそれぞれ

３百万円減少し、税引前四半期純利益は46百万円減少しております。また、

当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は71百万円でありま

す。

 

【表示方法の変更】

該当事項はありません。

　

【簡便な会計処理】

 

当第３四半期累計期間

（自　平成22年４月１日

　　至　平成22年12月31日）

固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法によっております。

 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

 

【追加情報】

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成22年12月31日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、9,721百万円であ

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、9,041百万円であ

ります。

２　偶発債務

債務保証

得意先の分割支払債務に対するリース会社への保証

取引先　　29社 21百万円

２　偶発債務

債務保証

得意先の分割債務に対するリース会社への保証

取引先　　36社 48百万円

※３　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。

　なお、当第３四半期会計期間の末日は金融機関の休日

であったため、次の期末日満期手形が当第３四半期末

残高に含まれております。

受取手形 500百万円

３　　　　　　　――――――――

４　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

３行と貸出コミットメント契約を締結しております。

これらの契約に基づく当第３四半期会計期間末日での

借入未実行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 10,000百万円　

借入実行残高 － 百万円　

差引額 10,000百万円　

４　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

３行と貸出コミットメント契約を締結しております。

これらの契約に基づく当事業年度末日での借入未実行

残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 10,000百万円　

借入実行残高 － 百万円　

差引額 10,000百万円　

 

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

販売手数料 1,052百万円

広告宣伝費 1,633百万円

給与手当 806百万円

賞与引当金繰入額 76百万円

退職給付費用 91百万円

減価償却費 371百万円

研究開発費  3,902百万円

貸倒引当金繰入額 2百万円

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

販売手数料 684百万円

広告宣伝費 397百万円

給与手当 812百万円

賞与引当金繰入額 103百万円

退職給付費用 51百万円

減価償却費 669百万円

研究開発費  3,044百万円

前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

販売手数料 229百万円

広告宣伝費 538百万円

給与手当 272百万円

賞与引当金繰入額 76百万円

退職給付費用 40百万円

減価償却費 177百万円

研究開発費 1,271百万円

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

販売手数料 276百万円

広告宣伝費 125百万円

給与手当 267百万円

賞与引当金繰入額 103百万円

退職給付費用 16百万円

減価償却費 138百万円

研究開発費 989百万円

貸倒引当金繰入額 3百万円
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 20,136

現金及び現金同等物 20,136

　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成22年12月31日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 20,107

現金及び現金同等物 20,107

　

 

（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）および当第３四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22

年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　254,955株

 

２．自己株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　3,000株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

（1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日

定時株主総会
普通株式 573 2,250平成22年３月31日平成22年６月28日利益剰余金

平成22年10月29日

取締役会
普通株式 573 2,250平成22年９月30日平成22年12月６日利益剰余金

 

（金融商品関係）

当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）

　現金及び預金、受取手形及び売掛金および買掛金が、会社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ

前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

科目
四半期貸借対照表計上額

（百万円）　
時価（百万円） 差額（百万円）

（1）現金及び預金 20,107 20,107 －

（2）受取手形及び売掛金 5,156 5,156 －

（3）買掛金 4,370 4,370 －

（注）金融商品の時価の算定方法

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金、（3）買掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

 

（有価証券関係）

有価証券は、会社の事業の運営において重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

　当社では、関連会社の損益等からみて重要性が乏しいものとして記載を省略しております。

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

資産除去債務は、会社の事業の運営において重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当第３四半期累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）および当第３四半期会計期間（自平成

22年10月１日　至平成22年12月31日）

　当社は、遊技機事業の単一セグメントにより構成されており、記載を省略しております。

 

（追加情報）

　第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年

３月27日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号　平成20年３月21日）を適用しております。

 

（賃貸等不動産関係）

賃貸等不動産の四半期貸借対照表計上額、その他の金額は、前事業年度の末日と比べて著しい変動がありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成22年12月31日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 167,611.79円 １株当たり純資産額 169,033.77円

 

２．１株当たり四半期純利益金額または１株当たり四半期純損失金額等

前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 5,066.97円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 2,045.30円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（百万円） 1,291 520

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,291 520

期中平均株式数（株） 254,955 254,309

 

前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 2,302.54円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 2,869.52円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △587 726

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
△587 726

期中平均株式数（株） 254,955 253,023
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（重要な後発事象）

当第３四半期会計期間

（自　平成22年10月１日

　　至　平成22年12月31日）

　当社は平成23年１月28日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第

156条の規定に基づき、自己株式を取得することおよび、その具体的な取得方法について、以下のとおり決議いたしまし

た。

１．自己株式の取得を行う理由

　資本効率の向上を図るとともに、機動的な資本政策の遂行および株主への利益還元を目的として、自己株式の取

得を行うものであります。

２．取得の内容

(1）取得する株式の種類　　当社普通株式

(2）取得する株式の総数　　3,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に占める割合　1.19％）

(3）株式の取得価額の総額　300,000,000円（上限）

(4）取得する期間　　　　　平成23年２月１日から平成23年３月31日まで

(5）取得の方法　　　　　　市場買付　

 

２【その他】

　平成22年10月29日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・573百万円

　（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・2,250円00銭

　（ハ）支払請求の効力発生日および支払開始日・・・・・・・平成22年12月６日

　（注）平成22年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月10日

株式会社藤商事

取締役会　御中

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石橋　正紀　  　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐々木　健次　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社藤商事の平

成21年４月１日から平成22年３月31日までの第45期事業年度の第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月

31日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社藤商事の平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四

半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

　　　　２. 四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年２月９日

株式会社藤商事

取締役会　御中

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石橋　正紀　  　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 笹山　直孝　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社藤商事の平

成22年４月１日から平成23年３月31日までの第46期事業年度の第３四半期会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月

31日まで）及び第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社藤商事の平成22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四

半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

　　　　２. 四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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